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コラム 「絆プロジェクトの立場から期待すること」 

 

  

 

絆プロジェクトの立場から期待すること 

 

絆プロジェクト  佐々木正和 

今回の第三次自殺対策推進計画の策定では、第二次計画よりも多くの機関の連携強化がなさ

れた内容になっており、更なる自殺対策の進展が期待できます。ただし、自殺対策推進計画が

予定どおり遂行されるだけではなく、計画以上に自殺対策が進むことを望んでいます。 

第三次計画にも自殺対策を担う団体として掲載されている浜松市自殺対策における多職種

連携支援事業（以下、絆プロジェクト）について紹介します。平成 22 年、多重債務などによ

る経済・生活問題が深刻化する中、法律家（弁護士・司法書士）と精神保健福祉士の連携構築

を目的としてスタートした絆プロジェクトは、実際にケースを二職種で担当するケースワーク

や定例となった事例検討会など多彩な取り組みを通して発展してきました。その後、貸金業法

の改正により多重債務は減ってきましたが、本人や家族の傷病（主に精神疾患）、支援者との

つながりの弱さ、自己肯定感の低さなど、関係を作ることそのものに困難を抱える方達の事例

が目立つようになっています。 

こうしたことを背景として、絆プロジェクトではこれまでの二職種間だけではなく、多職種

による連携構築、特に行政との連携強化を目指し、平成 27 年度から浜松市が開設した地域自

殺予防情報センターの業務を一部請け負う「浜松市自殺対策における多職種連携支援業務」へ

と発展しています。 

平成 29 年度から新たな事業として「学生又は社会人などを対象とした研修会」を実施して

います。この研修事業は、学生や社会人向けに自殺対策についての研修を受講してもらうこと

で、自殺リスクがある方を自殺させないための「ゲートキーパー」になってもらうこと、そし

て「自殺リスク者を守るための社会の仕組み作り（セーフティネット）の啓発を目的としてい

ます。 

また、市の関係各課に配置された自殺対策連携推進員の方々への研修も実施しています。そ

して、自殺リスクのある方への個別のケースワークを実施し、司法、行政、福祉などと連携し

た支援を展開しております。しかし、さまざまな支援はまだまだ不十分であると痛感しており 

ます。 

第三次浜松自殺対策推進計画は、特定の専門機関や専門家のみで実施されるものではありま

せん。市民の皆様が一丸となって実現していくものでないかと考えます。身近な方が、食事量

が減った、普段より疲れた顔をしている、口数が減った等は、自殺予防の観点からも重要なサ

インと考えられます。周囲がサインに気づいて本人を支えていく、ゲートキーパーという考え

方があります。一人ひとりが、自殺予防の主役として、自分なりの役割を考えることから始め

てみることができれば、第三次自殺対策推進計画の目標を上回る社会が実現していくことがで

きると考えます。 

 

 

  
～ コ ラ ム ～ 

  

 

 

 

作成中 
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第 3 章 計画の基本方針 

1 計画の基本的な考え方 

第四次計画では、第三次計画の事業を踏まえつつ、さまざまな悩みに対応する相談

支援体制、子ども・若年層・働き盛り世代・女性支援対策の充実、多職種連携推進及

び重層的支援体制整備事業実施によるネットワークの強化を図り、本市の自殺対策を

総合的に推進していきます。 

 

平成 21(2009)年 

第一次自殺対策推進計画 

・相談体制の充実 

・啓発 

・関係機関との連携・協力 

・調査 

 
・絆プロジェクト事業を開始 

平成 26(2014)年 

第二次自殺対策推進計画 

・包括的な生きる支援の充実 

・若年層への対策の充実 

・より多くの関係者によるセーフティネットの強化 

 
 

平成 31(2019)年 

第三次自殺対策推進計画 

・さまざまな悩みに対応する相談支援体制 

・福祉・高齢者分野との有機的な連携 

・若年層・働き盛り世代への対策 

・多職種連携によるセーフティネットの強化 

 
 

令和４(2022)年 

（国）自殺総合対策大綱 

・子ども、若者の自殺対策の更なる推進・強化 

・女性に対する支援の強化 

・地域自殺対策の取組強化 

・総合的な自殺対策の更なる推進・強化   など 

 
 

令和６(2024)年 

第四次自殺対策推進計画 

○さまざまな悩みに対応する相談支援体制 

○子ども・若年層・働き盛り世代・女性支援対策の充実 

○多職種連携推進及び重層的支援体制整備事業実施による

ネットワークの強化 
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2 基本理念 

孤立を防ぐ 
   ～ひとりじゃないよ、大丈夫。～ 

 

 

令和５(2023)年６～７月に実施した自殺対策に関するアンケート調査によると、回答者

のおよそ 35 人に１人が「最近１年以内に自殺を考えたことがある」と回答しています。ま

た、１つの自殺には 10 倍の未遂があるといわれており、更に自殺や自殺未遂による家族や

友人等周辺の心理的影響を考慮すると、自殺は一部の人の問題ではなく、きわめて大きな

社会問題の一つとなっています。 

 

自殺に至る心理として、さまざまな悩みや負担、喪失感が重なることで、絶望し、人生

に悲観し、誰かに助けを求めることを考えられなくなる等、心理的視野狭窄に陥っている

といわれています。自殺に追い込まれるということは、状況によっては、誰にでも起こり

うることなのです。 

 

本市では、「孤立を防ぐ～ひとりじゃないよ、大丈夫。～」を基本理念と定め、身近な

人同士の支えあいと地域のセーフティネットを両輪とした孤立を防ぐための施策を展開し、

一人ひとりが、かけがえのない個人として尊重される社会の実現を目指します。 
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3 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

安心して暮らすための

包括的支援の充実 

2 

若年層・働き盛り世代

への対策の充実 

【 計 画 目 標 】 

浜松市の自殺者が一人でも少なくなることを目指します。 
【 数 値 目 標 】 

令和９（2027）年自殺死亡率 12.0 以下 

◆基本理念◆     ◆ 重点施策 ◆             ◆ 分野別施策 ◆ 

孤
立
を
防
ぐ 

 

～
ひ
と
り
じ
ゃ
な
い
よ
、
大
丈
夫
。
～ 

1 

安心して暮らすための

包括的支援の充実 

2 

子ども・若年層・働き

盛り世代・女性支援

対策の充実 

3 

多職種連携推進及

び重層的支援体制

整備事業実施による

ネットワークの強化 

Ⅰ 相談、支援体制の充実 

(1)きめ細かな相談体制づくり 

(2)自殺のリスクの高い人への支援 

(3)遺された人への支援 

(4)こころの緊急支援活動 

(5)妊産婦等女性への支援 

(6)適切な精神保健福祉医療サービスの

提供 

Ⅱ 教育、啓発の促進 

(1)学校における心の健康づくり 

(2)地域における心の健康づくり 

(3)職場におけるメンタルヘルス対策 

(4)自殺の実態把握 

Ⅲ 人材養成、環境整備等の促進 

(1)ゲートキーパー養成 

(2)民間団体等への支援 

(3)人材の養成・資質向上への支援 

(4)こころの健康支援の環境整備及び 

こころの健康づくりの促進 

Ⅳ 多職種連携の推進及び重層的支

援体制整備事業の実施 

(1) 支援者同士のネットワークの構築 

(2)重層的支援体制整備事業の実施 

(3)地域の実践的な取組支援の強化 

(4)気づきと見守りの促進 
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第 4 章 重点施策 

1 安心して暮らすための包括的支援の充実 

 

 
 

自殺対策に関する市民アンケート調査では、抑うつ傾向が見られる人ほど、「相談した

いが相談できないでいる」、「相談する人が誰もいない」と回答しています。 

こうしたことから、心理的に追い込まれる前に、地域の中で気軽に話をする人々や行政、

民間の窓口において、相談者の自殺のサインに気づき、悩み事や困りごとに応じた相談窓

口につないでいくことが求められます。 

また、本市の地域自殺実態プロファイルでは、高齢者の生活苦・病苦・介護疲れなどに

よる自殺割合が高いため、高齢者を対象とした健康づくり、介護人材の確保、生活支援体

制づくりなど、安心して暮らすための包括的支援の充実が求められます。 

 

 

 

 

【抑うつ群・非抑うつ群別】悩みやストレスの有無 

 

（資料：自殺対策に関する市民アンケート調査） 

 

抑うつ群

非抑うつ群

0.3 

1.7 

10.4 

32.0 

35.3 

44.9 

53.4 

19.1 

0.6 

2.3 

0% 50% 100%

まったくなかった あまりなかった たまにあった

よくあった 無回答

対策の必要性 

※ 「自殺対策に関するアンケート調査」項目におけるＣＥＳ－Ｄ（一般人における「うつ病」を発見する

ことを目的として、米国国立精神保健研究所により開発された簡便に使用できるうつ病の自己評価尺

度）の得点が 16点以上を抑うつ群とし、15点以下を非抑うつ群としました。 
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【抑うつ群・非抑うつ群別】悩みやストレスの原因、相談先 （複数回答可能） 

 

【原因】

 

【相談先】 

 

（資料：自殺対策に関する市民アンケート調査） 
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地域で共に支え合い、すべての市民が安心して暮らせるまちづくりの更なる推進を図

ります。 

 

◆ さまざまな悩みに対応する相談支援体制の充実 

地域のさまざまな分野の関係機関と密接に連携し、きめ細かな相談・支援を行

うことができる体制の充実を図ります。 

◆ ゲートキーパー等の人材養成及び教育、啓発 

     さまざまな悩みに対応する相談機関の相談員に対し、ゲートキーパーとしての

人材養成をするほか、自殺に関する正しい知識の教育や啓発等、自殺を予防す

る更なる取り組みを行います。 

◆ こころと体の健康づくり 

生活の質の向上を図ることにより、すべての市民が健康で明るく生活できるよ

う、心と体の健康づくりを支援します。 

◆ 生活支援体制づくりの推進 

     一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯などが、地域における多様な主体による

さまざまな生活支援を選択できる地域づくりに取り組むとともに、見守り・支

援体制の拡充を図ります。 

◆ 遺された人への相談・支援 

     自殺により遺された家族や職場の同僚などに対するこころのケアなどの相

談・支援を行います。 

◆ こども家庭センターの設置 

児童福祉と母子保健の一体的な提供を行う「こども家庭センター」を設置し、

妊産婦・子育て世代・子どもに対し、ワンストップで包括的な相談支援を行い

ます。 

 

 

 

 

 

本市の取り組み 
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2 子ども・若年層・働き盛り世代・女性支援対策の充実 

 

若年層・働き盛り世代※の全国の自殺死亡率は、近年、他の年齢層が減少傾向を示し

ている中で、増加傾向を示しており、若年層・働き盛り世代における自殺の問題は深刻

さを増しています。 

本市においても若年層・働き盛り世代の自殺死亡率は他の年代に比べて全国平均に近

い値であり、重点的な対策が必要です。 

また、国の自殺総合対策大綱では、女性の自殺の増加や、小中高生は過去最多の水準

であることが指摘されるなど、女性や子どもに対する支援の推進・強化が求められてい

ます。 

 

（1）子ども・若年層 ～こころの健康づくりの教育～ 

 

 

 

思春期は、大人になる過程で誰もが通過する時期です。 

親に反抗したり、自分自身のことが嫌になったり、自分はどうして生まれてきたのだ

ろうと悩んだり、それまでの自分とはまるで違った自分になってしまったように感じる

時期でもあり、反抗期や親離れを経験しながら、自分らしく生きるためのアイデンティ

ティ（自己同一性）の確立に向かって取り組み始める時期である反面、精神的な葛藤や

不調和をきたしやすい時期でもあります。 

次代を担う思春期の子供たちが成長する過程において、将来にわたってこころの健康

を保持するためにも、教育や啓発を行う必要があります。 

 

対策の必要性 

※若年層・働き盛り世代：本計画では、若年層を 10代、働き盛り世代を 20～40代としています。 
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学校との連携により、子ども・若年層への教育や啓発、相談支援・連携体制の充実を

図ります。 

◆ こころの健康の保持・増進の取り組み 

子どものためのストレスマネジメント、教職員のための思春期メンタルヘルス

リテラシー等、こころの健康の保持・増進などの取り組みを実施します。 

◆ 学校領域での多職種連携の推進 

     スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーを配置し、多職種が連携

した相談支援体制を推進します。 

 

≪子供のこころの健康づくりの取り組みと危機介入≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 各学齢における特性 

（文部科学省ＨＰより） 

メンタルヘルスに関する 

予防的取り組み 
危機介入 

小
学
生 

低
学
年 

 

善悪の判断ができる 

言語能力・認知能力の

高まり 

スクールカウンセラー、スクール

ソーシャルワーカーの配置 

（以降中学生まで） 

事件・事故に対する 

こころの緊急支援活動 

⇒市内の学校等において発生し

た事件・事故等に遭遇した児

童・生徒等の心理的な被害の

拡大防止及びストレス障害の

軽減を図ります。 

中
学
年 

抽象的思考の芽生え 

他者の視点による理解 

⇒子供たちがストレスに関する知識を

学び、ストレスとうまく付きあえるよう

になることを目指します。 

高
学
年 

集団生活での役割や責

任の増大 

い の ち を つ な ぐ 手 紙 事 業 

⇒子供たちが「いのち」をテーマに 

作文を書くことにより子供たちに

「いのち」の大切さについて考える

機会を提供します。 

中
学
生 

思春期 

自意識と客観的事実の

違いに直面・葛藤 

教職員のための

思春期こころのケア研修

⇒教職員が子供たちのストレスサイン

を読み取り、子供たちと適切な 

関わりができるようになることを目指

します。 

 

本市の取り組み 



浜松市自殺対策推進計画 

 38 

 

（2）働き盛り世代 ～生きづらさを抱える人の支援と雇用環境の整備～ 

 
 

 
 

本市の自損行為(自殺未遂)の状況は、20～40 代で多い傾向が見られ、アンケート調

査においても、20 代は抑うつ群の割合が高い状況が見られます。 

この時期は、学校生活から就職、社会人へと環境が変わる時期であり、生きづらさを

抱える人などに対しては、切れ目のない相談支援が必要な時期でもあります。 

働き盛りである 20～40 代への対策は、企業の産業保健分野と連携し積極的な推進を

図ることや就労にかかる相談支援の充実を含めた雇用環境の整備等、若者に対する相談

支援策を社会全体で推進していく必要があります。 

また、本市の地域自殺実態プロファイルでは、働き盛り世代の、職場の人間関係、パ

ワハラ、過労などによる自殺割合が高いため、関係機関との連携による自殺対策の推進

が求められます。 

 

 

 

【年代別】抑うつ群・非抑うつ群 

 

（資料：自殺対策に関する市民アンケート調査） 

  

全体

（10代～70代の平均）

10代

20代

30代

40代

34.0

22.9 

42.7 

34.9 

37.0 

66.3 

77.1 

57.3 

66.1 

62.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

抑うつ群 非抑うつ群

対策の必要性 
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関係団体などとの連携により、働き盛り世代への教育や啓発、相談支援体制の充実を

推進し、自殺リスクの低減を図ります。 

 

◆ 若者相談支援機関との連携による相談支援 

社会生活をうまく送ることができない、または就労に結びつかない等、生きづ

らさを抱えている人には、若者相談支援の窓口や地域若者サポートステーショ

ンなどと連携し、学齢期から切れ目ない相談支援を行います。 

◆ 自殺対策における企業への研修等支援 

企業と連携し、各企業におけるこころの健康づくりやゲートキーパー研修を実

施したり、小規模事業場の労働者に対する産業保健サービス等を提供している

浜松地域産業保健センターの周知を図るなど、雇用環境の整備をします。 

◆ 育児に関わる相談支援 

     妊産婦や育児に関わる父親などに対する相談支援を実施し、家庭や地域での孤

立感の解消を図ります。 

 

 

 

  

本市の取り組み 



浜松市自殺対策推進計画 

 40 

 

（3）女性 ～女性特有の視点を踏まえた支援の充実～ 

 

 

 

 

国の自殺総合対策大綱において、女性の自殺が２年連続増加していることが指摘され

ており、女性に対する支援の強化が求められています。 

身体的・精神的な悩みや不安を抱えた妊産婦や、コロナ禍で顕在化したさまざまな困

難・課題を抱える女性など、きめ細やかな支援が必要です。 

 

 

≪全国の自殺者数の推移≫ 

 

（国自殺総合対策大綱より） 

 

対策の必要性 
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  状況に応じて心身の状況把握・助言・情報提供等を行い、いつでも相談できる相談

先としてつながって支援を行います。 

 

◆ 女性への相談支援 

     女性の健康相談ダイヤルやこども家庭センターなど、様々な困難・課題を抱え

る女性に寄り添って、女性特有の視点も踏まえたきめ細やかな相談支援を行い

ます。 

◆ こんにちはマタニティ訪問 

妊娠８か月頃の妊婦やその家族等に対し、家庭訪問等で出産に向けて心身の状

況把握及び助言や子育て支援に関する情報提供等を行い、出産や産後の子育て

等の不安の軽減を図るとともに、家庭訪問等による面談を実施することで、い

つでも相談できる相談先としてつながり、子育ての孤立を防止します。 

◆ 産婦健康診査の実施 

     産後の初期段階における母子に対する支援を強化し、「産後うつ」の予防や新

生児の虐待予防等を図ります。 

◆ こんにちは赤ちゃん訪問 

     生後４か月までの乳児がいるすべての家庭に対し、家庭訪問等で母子の健康状

況、養育環境等を把握するとともに、子育て支援に関する情報提供をなど行う

ことで、家庭の孤立を防ぎ、乳幼児等の健全な育成環境を確保します。 

◆ 産後ケア事業 

     産後１歳未満の母親とその乳児であって、産後退院直後等支援の必要な母子を

対象に、母親の身体的回復と心理的な安定を促進するとともに、母親自身がセ

ルフケア能力を育み母子とその家族が、健やかな育児ができるよう支援を実施

します。 

 

 

 

 

 

 

本市の取り組み 
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3 多職種連携推進及び重層的支援体制整備事業実施による 

ネットワークの強化 

 

 

 

自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係の問題、地域・職場の在り方の変化等

さまざまな要因とその人の性格傾向、家族の状況、死生観等が複雑に関係しています。 

自殺を防ぐためには、医療・福祉の視点だけでなく、社会・経済的な視点を含む地域

における取り組みが重要です。また、このような取り組みを実施するためには、さまざ

まな分野の人々や組織が密接に連携する必要があります。 

同時に、それぞれの主体が果すべき役割を明確化・共有化し、相互の役割を認識して

対応することが求められますが、個人情報の取り扱いなどが連携の妨げになっているこ

とも課題となっています。 

複雑化・複合化した問題が最も深刻化したときに自殺は起きやすく、平均 4つの要因

（問題）が連鎖する中で自殺が起きているという調査報告もあることから、このような

自殺リスクの高い人に対して、多職種が連携した支援や重層的支援体制整備事業の実施

が求められます。 

 

 

【自殺の危機要因イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省：市町村自殺対策計画策定の手引より） 

対策の必要性 
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地域を支える専門職の多職種連携による支援体制の強化や重層的支援体制整備事業

を実施します。 

 

◆ 地域を支える専門職の多職種連携による支援 

スクールソーシャルワーカーの配置による学校と家庭や地域との連携、福祉機

関等との協働体制の強化や、地域福祉のコーディネートを行うコミュニティソ

ーシャルワーカーの配置による地域福祉活動の推進支援、他団体との連携推進

を行う事で、多職種連携による支援体制の強化を図ります 

また、中山間地域において訪問相談支援事業を実施します。 

◆ 重層的支援体制整備事業 

     地域住民の複雑化・複合化したニーズに対応する包括的な支援体制を構築し、

個別の支援と地域に対する支援の両面を通じて重層的なセーフティネットを

整備するため、重層的支援体制整備事業により「属性を問わない相談支援」、

「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施します。 

◆ 自殺未遂者対策 

     自殺ハイリスク者支援体制検討会議・医療連携検討会議を開催するほか、若年

層自殺未遂者に対して訪問相談支援事業を実施します。 

 

≪さまざまな分野の連携による本市の自殺対策≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の取り組み 

市民の 

大切な いのち 

～ 行政機関 ～ 

～ 民間団体 ～ ～ 各種相談窓口 ～ 

～ 医療機関等 ～ ～ 教育機関 ～ 

～ 弁護士・司法書士 ～ 
～ 地域 ～ 

～ 警察・警察に協力する医師 ～ 
～ 企業 ～ 
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（厚生労働省の資料をもとに浜松市福祉総務課が作成） 

 

 
（浜松市地域福祉計画より） 
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コラム 「直接つなぎ、協力して見守る」 

 

  

  

直接つなぎ、協力して見守る 

浜松自死遺族わかちあいの会 

子どもグリーフサポート浜松 

代表  佐々木浩則 

10 年前、第一次計画が発行されたその月に私の妻は亡くなった。検視医の「心のがん」と

いう言葉に「自殺ではなく病気だったんだ」と救われ、手渡された「自死遺族わかちあいの会」

のパンフレットを頼りに葬儀 2 日後に参加、その場でひとり息子は東京の遺児のつどいにつな

いで頂いた。お陰でそれ以来、全国の遺児遺族や支援者のつながりの中で暮らして来れた。そ

の経験をもとに、遺族への情報提供の重要性を「選択は本人の自由だが、知らない情報は選択

もできない」とさまざまな場でお話ししたことも一助となり、相談・手続窓口などの情報が警

察、葬儀社をはじめさまざまなルートを通じて早い段階で遺族に提供されるようになった。同

様の情報は「はままつくらしのガイド」にも掲載されている。当市の取り組みを含め各所から

「情報提供の必要性」について全国自死遺族支援団体を通じて国の有識者会議で報告されたこ

とにより、今回改正された自殺総合対策大綱（厚労省）の自死遺族支援の項目に新しく「遺族

等の総合的な支援ニーズに対する情報提供の推進等」が追加された。当市の自殺対策活動の成

果が全国の遺族支援活動の一助となることが期待される。 

第二次計画作成時に浜松市自殺対策連携会議専門委員として、それまでの経験をもとにコラ

ムを寄稿した。命は数ではなく一つ一つが尊い。自死を否定し数を減らす対策ではなく「生き

ることへの支援」が第三次計画の軸になることを願って。それから 5 年、自殺総合対策大綱の

基本理念「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す」への理解が徐々に広がっ

ていることを実感する。自死は個人だけではなく社会の問題でもある。 

●第三次計画にあたって 

「浜松自死遺族わかちあいの会」に参加し始めた翌年から代表を務め、2018 年には「子ど

もグリーフサポート浜松」を立ち上げ「身近な人を亡くした子どものつどい」も始めた。それ

らの活動の中で「複数の問題を抱えて孤立する家庭」の姿が見えてきた。個々の問題について

自ら助けを求め支援につながり、個々の支援者が適切に対応していても、生活に戻るとまた全

ての問題に取り囲まれて動けなくなり孤立する。その場合は、個別支援や紹介レベルの連携支

援では解決が難しいことがある。複数の支援に直接つなぎ、連携協力して見守る必要がある。

さらに言えば、全ての問題を抱える本人に寄り添い、本人が主体的に複数の問題の整理や優先

順位付け、段階的な解決を行えるようなサポート「寄り添い支援」が必要なケースがある。官

民が連携した「まるごとの個人に寄り添う」支援の充実を今後は目指したい。自殺対策講演会

やゲートキーパー研修会で私がお話しする時に最後に必ずお願いしているのも「直接つなぎ、

協力して見守る」ということである。 

 

  
～ コ ラ ム ～ 

  

 

 

 

作成中 
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第 5 章 分野別施策 

  本計画を総合的に推進するため、4つの分野別施策体系のもと、関係課は関連事業を

推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 

孤立を防ぐ ～ひとりじゃないよ、大丈夫。～ 

重点施策 

1 安心して暮らすための包括的支援の充実 

 2 子ども・若年層・女性支援対策の充実 
 3 多職種連携推進及び重層的支援体制整備事業実施によるネットワークの強化 

市 民 

大切ないのち 

分野別施策Ⅰ 

相談支援体制の充実 

 

分野別施策Ⅱ 

教育、啓発の促進 

 

分野別施策Ⅲ 

人材養成、環境整備 

等の促進 

分野別施策Ⅳ 

多職種連携の推進 

及び重層的支援体制

整備事業の実施 
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1 相談支援体制の充実 

（1）きめ細かな相談体制づくり 

○新…第四次計画から新たに追加した事業 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 いのちをつなぐ手紙の実施 

悩みや不安を抱えている市民の方からの手紙に対し、専
門の職員が本人の気持ちに寄り添いながら相談対応す
る。また、子供たちから「いのち」に関するメッセージ
を募るとともに、寄せられたメッセージは、ラジオ放送
やインターネットホームページ、小冊子、パネル展等で
紹介し、「いのち」について深く考える機会を提供する。 

健康医療課 
精神保健福祉
センター 

 
さまざまな悩みに対応した相
談窓口の設置と周知 

市民のさまざまな悩みに対応する相談を関係各課で実
施する。また、各相談窓口担当者に、ゲートキーパー研
修を受講させることにより日常の相談業務において、自
殺のリスクの高い人の早期発見に努める。 

庁内各課 

 相談機関一覧表の作成・配布 相談機関一覧表を作成・配布し、周知を図る。 健康医療課 

 

～ 若年層に対する相談 ～ 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
いじめ子どもホットラインの
設置 

小中高校生とその保護者からのいじめに関する相談を、
24 時間体制で受け付ける。 

教育支援課 

 
いじめ対策等専門家チームの
設置 

学校におけるいじめ問題等に対して、学校や教育委員会
が迅速かつ適切に対応するため、専門的な指導や助言等
を行う。 

指導課 

 
いじめ問題対策連絡協議会の
開催 

浜松市いじめの防止等のための基本的な方針に基づき、
いじめ防止等に関係する機関及び関係団体の連携によ
り、いじめ防止等の対策を図る。 

青少年育成 
センター 

 学校ネットパトロールの実施 
ネット上にある子供たちの書き込みを確認し、いじめや
問題行動等の対策に役立てる。 

指導課、市立
高校 

 
子どものこころの健康づくり
地域体制整備検討会議の開催 

子どものメンタルヘルス支援に関し、教育・医療等の関
係者による協議を通じて、予防教育の充実と早期支援の
強化を図る。 

精神保健福祉
センター、教
育支援課 

 
スクールカウンセラーの学校
への配置 

市立小中高校等にスクールカウンセラーを配置し、児
童・生徒とその保護者からのいじめや不登校、問題行動
等の相談に対応する。 

教育支援課 

 
スクールソーシャルワーカー
の配置 

教育分野に関する知識に加え、社会福祉等の専門的な知
識・技術を用いて、関係機関との連携調整を図り、多様
な支援方法による問題の解決や状況の改善につなげる。 

指導課 

 
地域若者サポートステーショ
ンはままつ事業の実施 

ニート等の若者の職業的自立支援のため、若年無業者等
に対し、キャリアコンサルティングや心理カウンセリン
グ等の支援を行い、就労などの進路に結びつける。 

産業振興課 

 若者相談支援事業の実施 
15 歳から 39 歳までの若者とその家族からの相談を受け
付ける。また、支援機関ガイド「はままつホッとナビ」
等を作成し、市内の相談支援機関の情報を発信する。 

青少年育成 
センター 

 
外国人の子どもの不就学ゼロ
作戦事業の実施 

外国人の子供の教育支援に係る関係機関等の連携によ
り、外国人の子供の不就学を生まない取り組み（浜松モ
デル）を推進する。 

国際課 
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～ 若年層に対する相談（続き） ～ 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
発達障害者支援センター運営
事業の実施 

発達障害者に対する総合的な支援を行う拠点として、浜
松市発達相談支援センター「ルピロ」を運営し、発達障
害に関する各般の問題について発達障害者及びその家
族からの相談に応じ、適切な指導又は助言を行うととも
に、関係機関との連携を強化することにより、発達障害
者及びその家族等の福祉の向上を図る。 

子育て支援課 

 
はますくヘルパー利用事業の
実施 

妊娠中又は出産後 1年未満の時期にあって、身近に相談
できる人がおらず、家事や育児を行うことが困難である
人を援助する育児支援ヘルパーが、家事又は育児支援及
び相談しやすい「話し相手」等による相談支援を実施し、
負担の軽減と家庭や地域での孤立感の解消を図る。 

子育て支援課 

○新  ヤングケアラー支援推進事業 

ヤングケアラーの認知度向上のため、市民向け・専門職
向け研修を定期的に実施する。 
ヤングケアラーの身体的・精神的負担を軽減するため、
ヤングケアラーコーディネーターが相談に応じ、必要に
応じてヘルパー派遣、通院時の通訳支援等を関係機関と
連携しながら実施する。 

子育て支援課 

 
若年層自殺未遂者訪問相談支
援事業の実施 

10 代の自殺未遂者に対し、身体科救急治療受療後の継続
的な訪問相談を行い、自殺再企図の防止を図る。 

精神保健福祉
センター 

 

～ 高齢者等に対する相談・支援 ～ 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 高齢者に関する相談の実施 
区役所や地域包括支援センターで、本人や家族等から高
齢者に関する各種相談に応じる。 

高齢者福祉課 

 
地域包括支援センター運営事
業の実施 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができ
るよう、地域における高齢者の総合的な相談窓口として
地域包括支援センターを設置し、主任介護支援専門員
（主任ケアマネジャー）、社会福祉士、保健師等を配置
して、地域の高齢者の総合相談・支援業務等を一体的に
実施する。 

高齢者福祉課 

 
地域包括支援センター冊子の
作成・配布 

高齢者に関する総合相談窓口である地域包括支援セン
ターを周知するため、パンフレットやリーフレットを作
成し、関係先に配布する。 

高齢者福祉課 

 
障がい者相談支援センター運
営事業の実施 

障がいのある人やその家族等からの相談に応じ、必要な
情報提供及び助言等を行うことで、自立した日常生活及
び社会生活を営めるように支援する。 

障害保健福祉
課 
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～ 生活支援の充実 ～ 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
ひとり親家庭等生活向上事業
の実施 

ひとり親家庭等に対し、各種生活支援講習会を開催す
る。また、講習会後に悩み事相談会を実施するなど、ひ
とり親家庭等の交流・情報交換の機会を設け、ひとり親
家庭等の孤立化の防止を図る。 

子育て支援課 

 
児童虐待・性的マイノリティ
に関する講座や研修会の実施 

子供、性的マイノリティなどを含めた、身近にあるさま
ざまな人権に関わる課題についての講座や研修会を開
催することにより、人権問題に対する正しい理解と認識
を深めるとともに、市民の人権意識の向上を図る。 

人権啓発セン
ター 

 生活保護制度の活用 
資産や能力など、あらゆるものを活用してもなお生活に
困窮する方に対し、困窮の程度に応じた必要な保護を行
い、自立に向けた援助を行う。 

福祉総務課 

 
コミュニティソーシャルワー
カー（CSW）事業の実施 

地域福祉のコーディネートを行う CSW を配置し、個別相
談への対応や地区社会福祉協議会をはじめとする地域
福祉活動の推進の支援を行うとともに、他団体との連携
を推進し、地域のさまざまな福祉課題の解決につなげ
る。 

福祉総務課 

 
ひきこもり対策推進事業の実
施 

ひきこもりの状態にある本人やその家族等からの相談
に応じ、本人の安心感や自身の回復につながるよう、適
切な助言を行うとともに、本人を中心とした支援者の連
携を推進する。 

精神保健福祉
センター 

○新  
ささえあいポイント事業の実
施 

高齢者の社会参加を奨励・支援し、地域貢献意識や介護
予防意識の向上を図るため、ボランティア活動をした 65
歳以上の市民等に対し、換金・寄付が可能なポイントを
付与する。 

高齢者福祉課 

○新  
シルバー人材センターの活動
支援 

高年齢者の知識や技術を生かした地域社会での高齢者
の就業活動を推進する、（公社）浜松市シルバー人材セ
ンターを支援する。 

高齢者福祉課 

 
生活支援体制づくり協議体の
運営 

地域のさまざまな関係者により、地域住民のニーズや地
域資源等の把握を行うとともに、情報の共有を図り、地
域課題について協議を行う。また、ボランティア団体や
ＮＰＯ法人などに生活支援・介護予防サービスの提供体
制の構築に向け、提言や進言を行う。 

高齢者福祉課 

 
外国人子どもと家庭のこころ
の健康相談等支援事業の実施 

養育や保健医療等の課題に対し、母国語で相談できる心
理相談員の設置や精神科医療機関への同行通訳を通し
てメンタルヘルスの支援環境を整える。 

精神保健福祉
センター 

 

～ 就労相談・支援の充実 ～ 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
地域若者サポートステーショ
ンはままつ事業の実施 

（再掲） 産業振興課 

 
生活困窮者自立支援事業の実
施 

さまざまな要因で生活にお困りの方を対象に、生活や経
済的な課題などに関する総合的な相談を受け付け、その
課題解決に向けた寄り添い型支援を行う。 

福祉総務課 

 障害者就労相談事業の実施 
障がいのある人からの就労に関する相談に応じ、就職に
向けた助言や適切な支援機関の紹介等を行い、就労によ
る自立した生活や社会参加を支援する。 

障害保健福祉
課 
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（2）自殺のリスクの高い人への支援 

○新…第四次計画から新たに追加した事業 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
中山間地域訪問相談支援事業
の実施 

中山間地域における社会的な孤立を防ぐため、精神保健
福祉士等の専門相談員が訪問相談支援を行う。また、地
域の支援者と連携しながら、その人らしい暮らしの実現
をサポートする。 

精神保健福祉
センター 

 
若年層自殺未遂者訪問相談支
援事業の実施 

（再掲） 
精神保健福祉
センター 

○新  
精神科救急医療体制整備に係
る事業の県との共同実施 

精神科救急情報センターや休日・夜間精神医療相談窓口
を県と共同設置することにより精神科救急医療体制の
充実を図る。 

障害保健福祉
課 

 

 

（3）遺された人への支援 

○新…第四次計画から新たに追加した事業 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
自死遺族わかちあいの会の実
施 

自死遺族に対し、安心して話し合える場所を定期的に提
供し、自死による悲しみや苦悩をわかちあいできるよう
支援する。 

精神保健福祉
センター 

 自死遺族相談の実施 
自死遺族の方が抱える悲しみと向き合いながら、その人
らしい生き方を再構築できるよう、面接相談を行う。 

精神保健福祉
センター 

 
自死遺族相談等のリーフレッ
ト作成・配布 

自死遺族相談やわかちあいの会を案内するリーフレッ
トを作成し、医療機関等の協力を通じ、支援を必要とさ
れる人に配布する。 

精神保健福祉
センター 

 自死遺族講演会の開催 
自死遺族に対する理解や支援の啓発を図るため、講演会
を開催する。 

精神保健福祉
センター 

○新  遺児等福祉手当支給事業 

児童の父母等が病気、災害等により死亡したり、障害（国
民年金法施行令別表に規定する 1級）の状態になった場
合、その遺児または児童が 18 歳に達する日以後の最初
の 3 月 31 日までの間、保護者に遺児手当として月額 1
万円を支給する。また、進級援護金等、該当する学年の
児童に対して援護金を支給する。 

子育て支援課 

 

 

（4）こころの緊急支援活動 

 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
学校現場におけるこころの緊
急支援活動の実施 

市内の学校等において発生した事件・事故等に遭遇した
児童・生徒の心理的な被害の拡大防止やストレス障害の
軽減を図るため、教育委員会または学校長の求めに応
じ、精神科医師、臨床心理士、保健師等の派遣を行う。 

精神保健福祉
センター 

 
災害等に対するこころの緊急
支援の体制整備 

災害が発生した際、心理的な被害の拡大防止やストレス
障害の軽減を図るため、地域におけるこころのケア体制
を官民協働で整える。 

精神保健福祉
センター 
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（5）妊産婦女性等への支援 

○新…第四次計画から新たに追加した事業 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

○新  
こんにちはマタニティ訪問の
実施 

妊娠８か月頃の妊婦やその家族等に対し、家庭訪問等で
出産に向けて心身の状況把握及び助言や子育て支援に
関する情報提供等を行い、出産や産後の子育て等の不安
の軽減を図る。また、家庭訪問等による面談を実施する
ことで、いつでも相談できる相談先としてつながり、子
育ての孤立を防止する。 

健康増進課 

○新  産婦健康診査の実施 
産後の初期段階における母子に対する支援を強化し、
「産後うつ」の予防や新生児の虐待予防等を図る。 

健康増進課 

○新  
こんにちは赤ちゃん訪問の実
施 

生後４か月までの乳児がいる全ての家庭に対し、家庭訪
問等で母子の健康状況、養育環境等を把握するととも
に、子育て支援に関する情報提供をなど行うことで、家
庭の孤立を防ぎ、乳幼児等の健全な育成環境の確保をす
る。 

健康増進課 

 産後ケア事業の実施 

産後１歳未満の母親とその乳児であって、産後退院直後
等支援の必要な母子を対象に、母親の身体的回復と心理
的な安定を促進するとともに、母親自身がセルフケア能
力を育み母子とその家族が、健やかな育児ができるよう
支援を実施する。 

健康増進課 

 

 

（6）適切な精神保健福祉医療サービスの提供 

 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 依存症対策事業の実施 

アルコール、薬物、ギャンブル等の依存の問題を抱える
方やその家族に対し、継続的な相談や回復プログラムの
実施、家族教室の開催等を通じて、回復に向けた支援を
行う。 

精神保健福祉
センター 

 
精神保健福祉相談、精神保健
訪問指導の実施 

精神疾患のある人やその家族等からのこころの健康に
関する相談に応じ、治療や保健福祉サービスの利用に向
けた助言等を行うほか、家庭訪問により必要な指導を行
う。 

障害保健福祉
課 

 

 

 

 



浜松市自殺対策推進計画 

 52 

 

2 教育、啓発の促進 

（1）学校における心の健康づくり 

○新…第四次計画から新たに追加した事業 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
「いのち」をテーマとした取
り組み 

小中学校では、特別活動や道徳等の授業の充実を図るこ
とを通して、自他のいのちを大切にし、お互いを尊重し
あう心を育くむ。 

指導課 

○新  
教職員向け生徒指導研修の実
施 

生徒指導研修において、学校内での事件・事故発生時に
おける、児童・生徒のこころのケアについて、教職員そ
れぞれが適切な対応を取ることができるよう研修を行
う。 

指導課 

 
各学校における養護教諭と児
童・生徒との健康相談の実施 

毎日の業務において、身体的な不調だけでなく、必要に
応じて心のケアを含めた健康相談を行う。 

健康安全課 

 
健康相談等の資質向上のため
の研修会を実施 

児童生徒の心身の健康問題を発見しやすい立場にある
養護教諭に対し、いじめや児童虐待などの早期発見、早
期対応、地域の関係機関との連携を果たすコーディネー
ター等、求められる役割を果たすための研修会を行う。 

健康安全課 

 
子どものメンタルヘルスサポ
ーターの養成 

スクールカウンセラーや地域の臨床心理士等に研修を
実施し、子どものためのストレスマネジメント教室や教
職員のための児童・生徒のこころのケア研修の講師人材
を養成する。 

精神保健福祉
センター 

 
子どものためのストレスマネ
ジメント事業の実施 

スクールカウンセラーや子どものメンタルヘルスサポ
ーター等が小学校にてストレスとその対処法について
の授業を行う。 

教育支援課、
精神保健福祉
センター 

 
児童・生徒のこころのケア研
修の実施 

子どものメンタルヘルスサポーターを講師として小・中
学校に派遣し、教員が生徒のストレスサインやこころの
不調を早期に発見し、適切な関わりができるよう研修を
行う。 

精神保健福祉
センター 

 
教職員へのこころの緊急支援
研修の実施 

学校内での事件・事故発生時における、児童・生徒のこ
ころのケアについて、教職員それぞれが適切な対応を取
ることができるよう研修を行う。 

精神保健福祉
センター 

 いのちをつなぐ手紙の実施 （再掲） 
健康医療課、 
精神保健福祉
センター 
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（2）地域における心の健康づくり 

 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 相談機関一覧表の作成・配布 （再掲） 健康医療課 

 
自殺予防週間、自殺対策強化
月間における啓発 

9 月 10 日から 16 日までの自殺予防週間、3 月の自殺対
策強化月間にあわせて、いのちの大切さや自殺予防に関
する市民への普及啓発活動を行う。 

精神保健福祉
センター 

 出前講座の実施 
希望する市民、職域団体等を対象に、こころの健康や 
ゲートキーパー養成等をテーマとした出張講座を実施
する。 

精神保健福祉
センター 

 うつ病家族教室等の開催 
うつ病や統合失調症の家族がいる方を対象に、疾患の知
識や対応方法について学習する教室を開催する。 

精神保健福祉
センター、障
害保健福祉課 

 障害者相談員事業 

障がいのある人の家族等の中から市が委託した相談員
が、障がいのある人やその家族からの相談に応じ、日常
生活及び社会生活を送るための助言や関係機関等への
連絡を行う。 

障害保健福祉
課 

 
発達障害者支援センター運営
事業の実施 

（再掲） 子育て支援課 

 若者相談支援事業の実施 （再掲） 
青少年育成 
センター 

 
地域若者サポートステーショ
ンはままつ事業の実施 

（再掲） 産業振興課 

 

（3）職場におけるメンタルヘルス対策 

 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 出前講座の実施 （再掲） 
精神保健福祉
センター 

 

（4）自殺の実態把握 

 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
自殺対策に関する市民アン 
ケート調査・分析 

定期的に市民アンケート調査を実施し、市民の自殺に対
する意識と経年変化の確認により、本市に必要とされる
施策の検討に活用する。 

健康医療課、
精神保健福祉
センター 

 
人口動態統計及び警察庁統計
の分析 

人口動態統計や警察庁統計等の公表資料を用いて、本市
の自殺の現状について継続的に把握し、自殺者数の経年
変化等の動向を分析する。 

健康医療課、
精神保健福祉
センター 

 自損行為（自殺未遂）分析 
自損行為（自殺未遂）の救急搬送状況について情報共有
と分析を行い、ハイリスクとされる自殺未遂者につい
て、実態を把握する。 

健康医療課、
消 防 局 警 防
課、精神保健
福祉センター 

 地域固有の課題等要因別調査 
自殺リスクにつながる社会的要因に関し、その背景にあ
る地域特有の実情について調査・研究を進める。 

精神保健福祉
センター 
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3 人材養成、環境整備等の促進 

 

（1）ゲートキーパー養成 

 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
さまざまな悩みに対応した相
談窓口の設置と周知 

（再掲） 庁内各課 

 
健康づくりセンター事例検討
会の実施 

健康づくりセンターに対して、精神疾患を有する方の支
援について専門的な立場から助言を行い、知識と対応ス
キルの向上を支援するとともに、相談現場での適切な関
わりを促進する。 

精神保健福祉
センター 

 出前講座の実施 （再掲） 
精神保健福祉
センター 

 
庁内メンタルヘルス推進員の
養成 

市役所の庁内職員を対象に、メンタルヘルスの基礎知識
やゲートキーパー研修を行い、来庁される市民の方に対
するゲートキーパーの役割強化を推進する。 

職員厚生課、
精神保健福祉
センター 

 

 

（2）民間団体への支援 

○新…第四次計画から新たに追加した事業 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
外国人市民カウンセリング事
業の実施 

多種多様にわたる外国人市民の相談のうち、昼夜を分か
たず起こる心の悩み事に対する電話相談を実施すると
ともに、外国人相談員育成を支援する。 

国際課 

○新  働き方改革推進事業 

誰もが働きやすい労働・雇用環境整備の実現に向け、ワ
ーク・ライフ・バランス等推進事業所の認証や企業へア
ドバイザーを派遣するなど、ワーク・ライフ・バランス
等の働き方改革を推進する。 

産業振興課 

○新  地域企業の健康経営の促進 

健康経営セミナーや健康講座の開催、健康経営優良法人
認定申請に係る個別サポート、健康経営優良法人に対す
る優遇措置の実施など、地域企業の健康経営の促進を図
る。 

ウエルネス推
進事業本部 
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（3）人材の養成・資質向上への支援 

 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
精神障害を理解するための研
修の開催 

行政、医療・福祉機関、教育、労働等の関係機関で精神
保健福祉に関連する業務に従事する職員が、精神障害や
疾患に対する専門知識を習得できる研修会を開催し、地
域支援の技術水準向上を図る。 

精神保健福祉
センター 

 
児童・生徒のこころのケア研
修の実施 

（再掲） 
精神保健福祉
センター 

 
健康づくりセンター事例検討
会の実施 

（再掲） 
精神保健福祉
センター 

 
養護教諭を対象とした健康相
談等の資質向上のための研修
会の実施 

（再掲） 健康安全課 

 

（4）こころの健康支援の環境整備及びこころの健康づくりの促進 

 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
外国人子どもと家庭のこころ
の健康相談事業の実施 

（再掲） 
精神保健福祉
センター 

 
災害等に対するこころの緊急
支援活動 

（再掲） 
精神保健福祉
センター 

 
健康づくりセンター事例検討
会の実施 

（再掲） 
精神保健福祉
センター 

 

 



浜松市自殺対策推進計画 

 56 

 

4 多職種連携の推進及び重層的支援体制整備事業の実施 

（1）支援者同士のネットワークの構築 

○新…第四次計画から新たに追加した事業 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 自殺対策連携会議の開催 

関係機関と行政の連携を深めることを目的とした会議
を定期的に開催し、自殺対策の具体的な施策を総合的に
推進する。また、事業評価や地域の状況等を調査・研究
し、地域に根ざした自殺対策の取り組みを検討してい
く。 

健康医療課 

 
自殺対策連携推進担当課長会
議の開催 

行政の関係課間の連携を深め、自殺対策の具体的な施策
を総合的に推進し、自殺対策の啓発を促すことを目的と
して会議を開催する。 

健康医療課 

 自殺対策連携推進員の設置 
行政の各所属における自殺対策を推進し、自殺対策のた
めの行政内及び関係機関との連携を図る。 

健康医療課 

○新  
遺族相談スーパーバイズの実
施 

精神保健福祉センターの職員を対象に、事例検討をとお
して遺族支援に対する知識と対応について外部講師の
スーパーバイズの機会を設け、相談現場での適切な関わ
りを促進するとともに、職員の心の健康の維持を図る。 

精神保健福祉
センター 

○新  
自殺未遂者への初期対応に関
する研修の実施 

救急医療関係者等を対象に自殺未遂者に対する的確な
初期対応のスキルを学ぶことを目的に開催する。また、
研修を通じて自殺未遂患者支援マニュアルや自殺未遂
者ケアに関するガイドライン等を配布し、自殺未遂者へ
の対応等の知識の普及を図る。 

精神保健福祉
センター 

 自殺未遂者支援における連携 

自殺ハイリスク者支援体制検討会議・医療連携検討会議
や自殺未遂者支援研修を開催し、救急医療機関、精神科
医療機関、産科医療機関、消防局警防課等の行政関係部
局が連携し、自殺未遂者の包括的な支援の方策を検討す
る。 

精神保健福祉
センター、消
防局警防課 

 
生活支援体制づくり協議体の
運営 

（再掲） 高齢者福祉課 

 地域ケア会議の実施 
高齢者への適切な支援を図るために必要な検討を行う
とともに、高齢者が地域において自立した日常生活を営
むために必要な支援体制に関する検討を行う。 

高齢者福祉課 

 

 

（2）重層的支援体制整備事業の実施 

○新…第四次計画から新たに追加した事業 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

○新  
重層的支援体制整備事業の実
施 

地域住民の複雑化・複合化したニーズに対応する包括的
な支援体制を構築し、個別の支援と地域に対する支援の
両面を通じて重層的なセーフティネットを整備するた
め、重層的支援体制整備事業により「属性を問わない相
談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」
を一体的に実施する。 

福祉総務課 
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（3）地域の実践的な取組支援の強化 

 

 

 

（4）気づきと見守りの促進 

 

 

 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
コミュニティソーシャルワー
カー（CSW）事業の実施 

（再掲） 福祉総務課 

 
浜松市障がい者基幹相談支援
センター運営事業の実施 

障がい者基幹相談支援センターを運営し、地域の相談支
援事業者に対して困難事例の解決に向けた専門的な助
言や人材育成等を行うとともに、障がいのある人の地域
生活や緊急時の支援体制を整備する。 

障害保健福祉
課 

 
地域包括支援センター運営事
業の実施 

（再掲） 高齢者福祉課 

 
地域包括ケアシステム推進連
絡会の開催 

はままつ友愛の高齢者プランの重点施策である地域包
括ケアシステムづくりの一環である医療及び介護の連
携を推進するため、関係機関との連絡会を開催し、高齢
者等が地域で安心して暮らすことができるよう協議等
を行う。 

高齢者福祉課 

区分 事業・取り組み 内 容 担当課 

 
中山間地域訪問相談支援事業

の実施 
（再掲） 

精神保健福祉

センター 

 
コミュニティソーシャルワー
カー（CSW）事業の実施 

（再掲） 福祉総務課 

 
地域包括支援センター運営事
業の実施 

（再掲） 高齢者福祉課 

 
はままつあんしんネットワー
クの普及 

ひとり暮らしの高齢者や高齢者世帯など、日常生活に不
安を抱える高齢者に対し、これまで以上に行政や地域、
応援事業者等が関わりをもち、高齢者をさりげなく、ゆ
るやかに見守る活動に取り組む。 

高齢者福祉課 

 
生活支援体制づくり協議体の
運営 

（再掲） 高齢者福祉課 
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コラム 「ゲートキーパー」 

 

  

「 ゲ ー ト キ ー パ ー 」 

「ゲートキーパー」と聞いてどんなイメージを抱きますか？ 

日本語に訳せば、「門番」という意味であり、守衛さんやガードマンをイメージする方がい

るかもしれません。 

自殺対策におけるゲートキーパーは、自殺やメンタルヘルスについて知識を持ち、家族･友

人･職場の同僚など「身近な人の変化に気づいて」「声をかけ、話を聴いて」「悩んでいる人

を適切な相談窓口へとつなぎ」「見守っていく」役割が期待される人のことをいいます。 

「生きるのがつらい」という気持ちを持った方に寄り添い、孤立・孤独を防ぐように見守る

ゲートキーパーは、自殺に追い込まれることのない社会の実現に不可欠な存在であり、誰もが

担うことのできる重要なプレーヤーです。 

本市では、ゲートキーパーを養成するため、地域住民の皆さんから市役所の窓口職員、専門

家の方々まで、それぞれの立場や専門性に応じた研修を実施しています。 

職場で働く方々には、同僚や部下のメンタルヘルスの不調のサインに気づき声をかけるポイ

ントを、家庭や地域で暮らす方々には、日常生活で気軽に活用できる「気づく」「声をかける」

「つなぐ」コツをお伝えしています。 

本市のゲートキーパー養成研修は、平成 24 年度以来、「企業」「学校」「地域の団体」    

「医療機関」「行政機関」などさまざまな受講者を対象に行ってきました。 

平成 30 年度現在では、累計 7,000 人を超える市民の方々が研修を受講しています。 

 

    

   

  
～ コ ラ ム ～ 

  

 

 

 

作成中 
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寄稿 「どんどん相談したり、助けを求めたりしましょう！」 

 

浜松医科大学健康社会医学講座教授 

尾 島 俊 之 

今回のアンケート調査から、浜松市民で自殺を考える人はどのような要因の寄与が大き

いかを分析したところ、表のような結果となりました。 

まず、市民全体の 4人に 3人が「悩み事やストレスを感じた」と答えており、もしそれ

を完全に解消できれば、自殺をしたいと考える人の 88.2%を減らすことができるという最

大の要因でした。しかし、人生の中で、悩み事やストレスを完全になくすことは難しいで

すし、仮に完全になくすことができたら、管理された無気力な世界になってしまうかもし

れません。 

注目したいのは「誰かに相談したり、助けを求めたりすることは恥ずかしいことだと思

いますか」という質問です。みんなが恥ずかしくないと思うようになると、自殺を考える

人を 27.8%減らすことができるという結果でした。また、「不満や悩みや辛い気持ちがあ

るとき、誰に相談しますか」という質問に、多くの人は誰かに相談していましたが、「相

談しない」という人が 13.5%いるという結果でした。もっと気軽に相談するようになれば

と思います。日本で最も自殺死亡率の低い徳島県海部町（現在は市町村合併して海陽町）

の様子を丹念に調査した結果が「生き心地の良いまち」という本にまとめられています。

この町には、「病は市に出せ」ということわざがあり、病気や困ったことがあった時には、

どんどん相談して助けてもらいましょうという考え方が共有されています。また、この町

の人々は、緩やかにつながりあっているとともに、他の人の考えを余り気にし過ぎないと

い特徴も有りました。浜松市での取り組みの参考になります。 

暮らしに余裕がないということも重要な要因のひとつであることがわかります。経済的

に余裕がない人がそのようにお答えいただいていると思いますが、その他に介護や育児な

どで時間的に余裕がない人なども含まれているかもしれません。浜松市では、「絆プロ 

ジェクト」を展開しており、法律関係者も一緒に多重債務者への支援を検討したり、また

介護分野の専門職も連携しての支援を推進したりしています。 

毎日の生活や仕事・学校など、いろいろな悩み事やストレスがあると思いますが、遠慮

なく、相談したり、助けを求めたりするようにしましょう。 

 

 

 

 

作成中 
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集団寄与
割合(%)

該当割合
(%)

該当
割合比

ｐ
集団寄与
割合(%)

該当割合
(%)

該当
割合比

ｐ

あなたは、この１年の間に悩み
事やストレスを感じたことがあ
りましたか。(よくあった、たま
にあった)

88.2 74.0 11.08 <0.001 79.4 74.0 6.21 0.002

抑うつ状態（CES-Dという20問の
質問による点数で判定）

44.5 32.3 3.49 <0.001 55.7 32.3 4.89 <0.001

あなたのお宅の暮らしについて、
どのように思いますか。（とても
余裕がない、まだまだ余裕がな
い、わからない）

30.2 54.4 1.79 <0.001 45.5 54.4 2.54 <0.001

あなたは、悩みを抱えたときやス
トレスを感じたときに、誰かに
相談したり、助けを求めたりす
ることは恥ずかしいことだと思
いますか。（そう思う、どちらか
というとそう思う、わからない）

27.8 21.8 2.77 <0.001 23.1 21.8 2.38 <0.001

現在、あなたは長期間、通院し
ている病気がありますか。（は
い）

24.5 37.0 1.88 <0.001 37.9 37.0 2.65 <0.001

あなたは近所の人とよく話をし
ますか（いいえ、ややいいえ）

17.2 45.5 1.46 0.012 16.4 45.5 1.43 0.152

あなたは、不満や悩みや辛い気持
ちがあるとき、誰に相談します
か。（相談しない）

11.7 13.5 1.99 <0.001 20.1 13.5 2.87 <0.001

表　浜松市民における自殺を考えることに寄与する要因

あなたは、今までの人生の中で、本気
で自殺をしたいと考えたことがありま
すか。（はい）

あなたは、今までに自殺しようとした
ことがありますか。（はい）

集団寄与割合：浜松市民において悩み事やストレスを完全に解消できたら、自殺をしたいと考える人のうちの88.2%を減らすことが
できることを示しています。それぞれの要因は重なり合っているため、合計は100%を超えています。
該当割合：悩み事やストレスを感じている人は浜松市民の何％であるかを示しています。
該当割合比：悩み事やストレスを感じている人は、感じていない人と比べて、自殺したいと考える人が何倍いるかを示していま
す。なお、ポアソン回帰分析という手法を用いて、性別と年齢が同じ人同士で比較した結果を計算しています。
ｐ：該当割合比が1よりも大きいかどうかの統計学的有意性を見ています。0.05より小さい場合に有意であり、偶然の結果ではなさ
そうと判断されます。
これらの分析は、区、性別、年齢により今回の調査の対象者として選ばれる確率の違いを考慮した重みをつけた分析としています。

 

 

 

作成中 


